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-匿硯p~ 平成年月日

水産庁

「国内のクロマグロ養殖業の管理強化」及び「メキシコ産輸入クロマグロの情報収集」について

農林水産省は、太平洋クロマグロの管理強化を図るため、 「、、バ ロマロ 年 につい 、

省発表プレスリリース参照）に基づき、今年から、国内のクロマグロ養殖業及びメキシコ産輸入クロマグロについて、情報収集等の取組を

開始します。

背景・趣旨

農林水産省は、我が国が太平洋クロマグロの最大の漁業国かつ消費国であることを踏まえ、太平洋クロマグロの管理について取り組むべき

基本的な方向性を、昨年月に「、‘ハ ロマロの伝 ヒについての、仁、、 日竺 7 , プレス11-ス とし

て公表しました。

これに基づき、今般、国内のクロマグロ養殖業の管理を強化するため、また、「全米熱帯まぐろ類委員会（※

め、以下の取組を開始することにしました。

※ 

国内のクロマグロ養殖業の管理強化について

）」への協力を推進するた

国内におけるクロマグロ養殖の実態を正確に把握していくため、「漁業法」に基づき、国内のクロマグロ養殖業者に対して、養殖実績（養殖施

設の設置状況、種苗の入手先、活込み状況、移送状況及び出荷状況）について、報告を求めることにしました。

なお、提出される報告については、暦年毎にとりまとめ、平成 年以降、毎年月頃に公表する予定です。

メキシコ産輸入クロマグロの情報収集について

メキシコにおける太平洋クロマグロの漁獲実態を正確に把握していくため、「まぐろ資源の保存及び管理の強化に関する特別措置法」に基づ

き、輸入業者に対して、漁獲情報（漁船名、漁獲量等）、蓄養情報（蓄養業者名、活込み重量、サイズ組成等）、貿易情報（重量、輸出会社

等）等について、報告を求めることにしました。

なお、提出される報告については、情報をとりまとめ、

管理の強化を図ります。

「．
ー お閾い合わせ先 —

資源管理部国際課

担当者：梶脇

代表： （内線

ダイヤルイン：

増殖推進部栽培養殖課

担当者：養殖企画班岩本

代表： （内線

ダイヤルイン：

資源管理部遠洋課

担当者：海洋漁業資源管理班福井

代表： （内線 ） 

ダイヤルイン：

等に提供することにより、 における太平洋クロマグロの適切な保存及び
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「太平洋クロマグロの管理強化についての対応」について

平成年月日

農林水産省

我が国は、太平洋クロマグロの最大の漁業国かつ消費国として、その持続的利用に大きな責務を有しています。このため、農林水産省

では、我が国として取り組むべき基本的な方向性を、「太平洋クロマグロの管理強化についての対応」として取りまとめましたので、公表い

たします。

．背景・趣旨

（）近年、国際社会においては、クロマグロの資源管理に高い関心が集まっています。大西洋クロマグロについては、先般、大西洋まぐろ類

保存国際委員会（※ ）による資源管理が不十分であるとして 、「絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約

(※ ）」により本種の国際取引や公海からの持込みを禁止すべきとの提案がなされました。

本年月の 締約国会合では、この提案は否決されましたが、これは、昨年の 年次会合において、我が国が積極的なリーダー

シップを発揮し、資源回復に向けた厳しい管理措置を決定したことで、我が国の主張が説得力あるものとして各国の理解を得た結果であると

考えています。

一方で、資源管理が十分効果をあげていないのではないかとの不信感は、国際社会では依然として根強く、今後は、大西洋クロマグロに

限らず、他の魚種についても国際的な地域漁業管理機関における管理の徹底が格段に強く求められる可能性が高いものとみられます。

（）特に、太平洋クロマグロは、ア全漁獲量の割強が我が国によるものである、イ我が国周辺水域内に産卵場が存在する、ウ韓国・メキ

シコによる漁獲もその多くが我が国に輸出されている等、我が国にとって重要な資源となっています。我が国は、太平洋クロマグロの最大の

漁業国かつ消費国として、その持続的利用に大きな責任を有する立場にあります。

本種の資源状況については、未成魚の漁獲圧の増加による資源水準の減少が懸念されています。これを受け、昨年の中西部太平洋まぐ

ろ類委員会（※ ）において、未成魚の漁獲を減少させること等を内容とする保存管理措置が初めて作成されましたが、本措置は暫定

措置であり、さらに前進した管理措置に我が国が率先して取り組むべきと考えております。

このため、我が国は他国に先駆けて国内における資源管理及び調査研究の強化を図るとともに、それと整合する形で国際的な資源管理

をリードしていく必要があります。

．今後の対応

（）基本的な対応

未成魚の漁獲を抑制・削減し、大きく育ててから漁獲することにより、太平洋クロマグロの資源管理を推進します。また、資源変動の大きい

本種の親魚資源量が中長期的（～ 年）に適切な変動の範囲内に維持され、これまでの最低水準を下回らないよう管理していきます。

（）施策

（）の方針の実現に向けて、本年度から国内における資源管理の強化、国際交渉への対応及びこれらを支える調査研究の強化について、

以下の施策を順次実施していきます。

ア 国内における資源管理の強化

以下の管理措置等について検討するとともに、その一環として（）及び（）について、本年度中に太平洋クロマグロの資源回復計画を策

定し、平成 年度からの実施を目指します。

また、同計画の円滑な実施を促進するため、漁業所得補償制度等の支援措置の導入を検討します。

（）沖合漁業管理

大中型まき網漁業を対象として、休漁、漁獲サイズの制限、個別漁獲割当等、漁業実態に応じた適切な管理措置を導入。

（）沿岸漁業管理

曳き縄等の自由漁業を対象として、将来の隻数制限を視野に入れ、届出制に移行するとともに、漁獲実績報告の提出を義務化。

（）養殖業管理

養殖の実態について正確な把握を図るため、漁業権の漁業種類を「クロマグロ養殖」と特定して養殖場を登録するとともに、養殖業者

に対して養殖実績報告の提出を議務化。

イ 国際交渉への対応

において、以下の実現を図るべく関係国に働きかけていきます。

（）保存管理措置の強化
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昨年合意された保存管理措置について、（）の方針を反映するとともに、全水域に適用されるよう見直し。

（）全米熱帯まぐろ類委員会（※ ）との協力

東太平洋で漁獲を行っているメキシコ（

ウ 調査研究の強化

非加盟国）が による保存管理措置に協調するよう呼びかけ。

本年月に（独）水産総合研究センターに設置された「くろまぐろ資源部」等を中心に、大学、都道府県とも連携して、（）の方針の実現や

（）ア及びイの対応について科学的に立証・支援し、得られたデータを資源管理に迅速に反映させていくことを目指し、以下の調査研究の

充実強化を図ります。

（）情報収集の迅速化等

国内外の研究者による資源研究支援のためのネットワークを構築。

未成魚の発生量を迅速かつ高精度に把握するための体制を構築。

（）産卵場等の調査拡充

産卵場及び産卵期を解明するための調査を拡充。

（）技術開発

完全養殖の生産技術及び種苗放流手法の確立を図るため、安定採卵、人工種苗量産、優良品種の技術開発を実施。

（）国民の理解の醸成

太平洋クロマグロの持続的な利用について、漁業界や関係業者のみならず、一般消費者にも情報提供を強化して広く理解を得られるよう

努めていきます。

r 
ー お問い合わせ先 ―

水産庁資源管理部国際課

担当者：神谷（こうや）、梶脇

代表 （内線 ） 

ダイヤルイン：
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「太平洋クロマグロの資源管理に関する全国会議」の開催及び一般傍聴について

平成年月日

水産庁

月日（火曜日）付けでお知らせした「太平洋クロマグロの資源管理に関する全国会議」については、都合により開催を

延期いたします。

水産庁は、平成 年月 日、「太平洋クロマグロの資源管理に関する全国会議」を開催します。

会議は公開です。ただし、カメラ撮影は冒頭のみとさせていただきます。

．概要

太平洋クロマグロの資源管理については、昨年月に公表した「太平洋クロマグロの管理強化についての対応 1(平成 年月 日農林水産

省発表プレスリリース）や昨年 月の「中西部太平洋まぐろ類委員会（ ）」の結果を踏まえ、資源管理の取組をスタートさせていると

ころです。

この中で、国内の資源管理措置について、本年月からの本格的実施に向けて、管理強化の実施計画及び対応状況等を全国の関係者に説

明し、理解と協力を求めていくとともに、幅広く情報提供を行うものです。

（参考）平成 年月 日付けプレスリリース「太平洋クロマグロの管理強化についての対応」について

．日時・場所

日時：平成年月 日（月曜日） 時～時分（予定）

所在地：東京都港区三田 三田共用会議所講堂

．参加予定者

関係漁業者（まき網、はえ縄、定置、沿岸、養殖）、関係団体（まき網、はえ縄、定置、県漁連、全漁連、全海水）、各都道府県水産主務課、関

係市町、独立行政法人水産総合研究センター（本部及び遠洋水産研究所）、水産試験場等の研究機関・大学、流通業者、消費者団体ほか

．議事（予定）

（）説明

ア．太平洋クロマグロの管理強化の実施計画

全般

業種別の対応状況（沿岸漁業・沖合漁業・養殖業管理及び輸入関連）

イその他

（）意見交換

．一般傍聴の申し込み

当日の傍聴席は、 席程度を予定しております。

傍聴を希望される場合は、月 日（木曜日）の 時までに、所属、役職、氏名、メールアドレス、 番号を 又はインターネットにて下記

問い合わせ先にご連絡下さい。

インターネット：

送付先：

水産庁資源管理部沿岸沖合課沿岸調整班宛

なお、電話でのお申し込みはご遠慮下さい。傍聴希望が多い場合には、途中で受付を締め切らせていただきますので、あらかじめご了承願

います。傍聴の可否については、月 日（金曜日）までに、お申し込みのあった方にお知らせいたします。

．報道機関の皆様へ

報道機関の方は、一般傍聴とは別に席を設けますが、準備の都合等がございますので、平成 年月 日（金曜日） 時までに、氏名、人

数、機関名、電話番号、メールアドレス及び 番号を記入の上、 又はインターネットにて下記問い合わせ先にお申し込み下さい。ま

た、会議当日は、受付で記者証を確認させていただきますのでご承知おき下さい。
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県
知
事
の
許
可
を
受
け
て
営
む
漁
業
及
び
法

第
六
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
指
示
に
よ
り
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
若
し
く
は

連
合
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
の
承
認
又
は
こ
れ
ら
委
員
会
へ
の
届
出
を
要
す
る
漁
業
を

除
く
。
）

２

届
出

（
１
）

平
成
二
十
三
年
七
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
四
年
十
二
月
三
十
一
日
の
間
に
日
本

海
・
九
州
西
海
域
に
お
い
て
、
沿
岸
く
ろ
ま
ぐ
ろ
漁
業
を
営
も
う
と
す
る
者
は
、
使
用

す
る
船
舶
ご
と
に
、
平
成
二
十
三
年
六
月
二
十
日
ま
で
に
、
別
記
様
式
第
一
号
（
漁
業

協
同
組
合
（
以
下
「
組
合
」
と
い
う
。
）
を
経
由
し
て
届
出
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
別

記
様
式
第
二
号
）
に
よ
る
届
出
書
に
、
漁
船
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
七
十
八
号
）

第
十
条
に
よ
る
漁
船
原
簿
の
謄
本
を
添
え
、
日
本
海
・
九
州
西
広
域
漁
業
調
整
委
員
会

（
以
下
「
委
員
会
」
と
い
う
。
）
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
届
出
書

中
、
都
道
府
県
か
ら
、
当
該
届
出
に
係
る
船
舶
が
漁
船
法
第
十
条
に
規
定
す
る
登
録
を

受
け
た
も
の
で
あ
る
旨
の
確
認
を
受
け
た
と
き
は
、
漁
船
原
簿
の
謄
本
の
添
付
を
省
略

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
２
）

前
号
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
者
は
、
届
出
書
の
記
載
事
項
に
変
更
が
生
じ

た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
別
記
様
式
第
三
号
に
よ
り
委
員
会
に
変
更
の
届
出
を
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
変
更
の
届
出
が
船
名
又
は
船
舶
総
ト
ン
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数
の
変
更
に
係
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
漁
船
法
第
十
条
に
よ
る
漁
船
原
簿
の
謄
本
を

添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
届
出
書
中
、
都
道
府
県
か
ら
、
当
該
届
出
に
係

る
船
舶
が
漁
船
法
第
十
条
に
規
定
す
る
登
録
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
旨
の
確
認
を
受
け

た
と
き
は
、
漁
船
原
簿
の
謄
本
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
３
）

前
二
号
の
届
出
は
、
そ
の
住
所
の
所
在
す
る
都
道
府
県
ご
と
に
、
別
表
の
上
欄

に
掲
げ
る
都
道
府
県
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
委
員
会
事
務

局
（
以
下
「
事
務
局
」
と
い
う
。
）
に
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
な
お
、
別
表
の

上
欄
に
掲
げ
る
道
府
県
以
外
の
都
道
府
県
に
住
所
を
有
す
る
届
出
者
は
、
主
た
る
操
業

海
域
の
道
府
県
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
海
域
を
管
轄
す
る
事
務
局
に
提
出
す
る
も
の
と

す
る
。

３

漁
獲
実
績
報
告
書

（
１
）

２
の
届
出
を
し
た
者
は
、
当
該
届
出
に
係
る
漁
業
の
当
年
（
平
成
二
十
三
年
に

あ
っ
て
は
、
七
月
一
日
か
ら
十
二
月
三
十
一
日
の
間
）
の
漁
獲
実
績
報
告
書
を
翌
年
一

月
三
十
一
日
ま
で
に
事
務
局
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
２
）

前
項
の
漁
獲
実
績
報
告
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
四
号
（
組
合
を
経
由
し
て

提
出
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
別
記
様
式
第
五
号
）
と
す
る
。

４

指
示
の
有
効
期
間

こ
の
指
示
の
有
効
期
間
は
、
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
五
年
一
月
三
十

一
日
ま
で
と
す
る
。

別
表

道
府
県
名

委
員
会
事
務
局
及
び
所
在
地

北
海
道

新
潟
漁
業
調
整
事
務
所

（
〒
９
５
０
ー
０
９
０
９

新
潟
市
中

青
森
県

央
区
八
千
代
１
ー
５
ー
１
５
）

秋
田
県

山
形
県

新
潟
県
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富
山
県

石
川
県

境
港
漁
業
調
整
事
務
所

（
〒
６
８
４
ー
０
０
３
４

境
港
市
昭

福
井
県

和
町
一
番
地
先
）

京
都
府

兵
庫
県

鳥
取
県

島
根
県

山
口
県

九
州
漁
業
調
整
事
務
所

（
〒
８
１
２
ー
０
０
３
１

福
岡
市
博

福
岡
県

多
区
沖
浜
町
８
ー
１
）

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県



様式第一号

沿岸くろまぐろ漁業操業届出書

年 月 日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 殿

届出者住所

氏名（ ） 印法人にあっては、名称及び代表者の氏名

下記により、沿岸くろまぐろ漁業に係る日本海・九州西広域漁業調整委員会指示の届

出対象海域において操業しますので （関係書類を添えて）届出します。、

記

１ 使用する船舶

（１）船名

（２）漁船登録番号

（３）船舶総トン数

２ 漁業の方法 曳き縄・はえ縄・釣り・その他（ ）

３ 操業海域

４ 操業予定時期

５ 主な水揚げ市場（又は漁協）

６ 漁船原簿の登録確認

漁船登録原簿の内容と相違がないことを証明します。

道府県確認印

備考 １ 用紙は、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 漁業の方法は、該当するものに○印をつけること。その他については、

（ ）に具体的な漁法を記入すること。

３ 操業海域は、別図の区分（Ｊ１、Ｊ４～Ｊ１０）を記入すること。



様式第二号

年　　　月　　　日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　殿

住所

漁業協同組合名

代表者の役職及び氏名 印

下記の者が、沿岸くろまぐろ漁業に係る日本海・九州西広域漁業調整委員会指示の届出対象海域において操業しますので、（関係書類を添えて）届出します。

記

上記の届出者の漁船については、漁船登録原簿の内容と相違ないことを証明します。

道府県確認印

〔備考〕

１　漁業の方法は、該当するものを記入すること。その他については、具体的な漁法を記入すること。

２　操業海域は、別図の区分（Ｊ１、Ｊ４～Ｊ１０）を記入すること。

３　１枚で記入できない場合には、適宜追加して記入すること。

沿岸くろまぐろ漁業操業届出書

使用する船舶

船名 漁船登録番号 船舶総トン数
操業海域

漁業の方法

曳き縄・はえ縄・
釣り・その他

氏　　　名　（法人に
あっては、名称及び
代表者の氏名）

操業予定時期
主な水揚げ市場（又

は漁協）
届出者証明印 備考届出者住所



様式第三号

沿岸くろまぐろ漁業操業変更届出書

年 月 日

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長 殿

届出者住所

氏名（ ） 印法人にあっては、名称及び代表者の氏名

年 月 日付けで届け出たくろまぐろ漁業操業届出書の記載事項に下記の

とおり変更が生じたので （関係書類を添えて）届出します。、

記

１ 変更しようとする事項

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後

２ 漁船原簿の登録確認

漁船登録原簿の内容と相違がないことを証明します。

道府県確認印

備考：用紙は、日本工業規格Ａ４とすること。



様式第四号

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　　殿
年　　　月　　　日

　

漁業者の氏名又は名称　 

住所

届出日

使用船舶名　　　　　　　          

漁船登録番号　　         

船舶総トン数　　　　　　　          

漁業の方法

４ｋｇ未満*3

総重量
(kg）

総重量
(kg）

水揚状態
*4

（注）
＊１：「養殖用種苗」にあっては、漁獲後、最初に活け入れ、又は蓄養した漁場を管轄している漁協名を記入する。

＊２：別図の区分を記入する。

＊３：4㎏上・下を仕分ける銘柄区分がない場合には、目視、経験則等による記入でよい。

＊５：「1尾当たりの平均魚体重」については、目視、経験則又は数尾の直接計測等による記入でよい。

〔備考〕
　用紙は、日本工業規格Ａ４とする。

＊４：ラウンド（魚全体のまま）は「１」、セミドレス（えら、内蔵除去）は「２」、セミドレスから尾鰭を除いたものは「３」、そ
　　　の他は　「４」を記入する。

曳き縄・はえ縄・釣り・その他（　　　　　　　　　）

年 月
水揚げ市場
（又は漁協）

＊１
漁業の方法

操業海域
*2

漁獲量

鮮魚 養殖用種苗

４ｋｇ以上*3

尾数

１尾当た
りの平均
魚体重
（㎏）
＊5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

沿岸くろまぐろ漁業漁獲実績報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



様式第五号

日本海・九州西広域漁業調整委員会会長　　殿 年　　　月　　　　日

住所
漁業協同組合名
代表者の役職及び氏名 印

下記のとおり、届出者ごとの日本海・九州西海域でのくろまぐろ漁獲実績を報告します。

記

４㎏未満＊３

総重量（㎏） 総重量（㎏）
水揚状態

＊４

（注）
＊１：　「養殖用種苗」にあっては、漁獲後、最初に活け入れ、又は蓄養した漁場を管轄している漁協名を記入する。
＊２：別図の区分を記入する。
＊３：４㎏上・下を仕分けする銘柄区分がない場合には、目視、経験則等による記入でよい。
＊４：ラウンド（魚全体のまま）は「１」、セミドレス（えら、内臓除去）は「２」、セミドレスから尾鰭を除いたものは「３」、その他は「４」を記入する。
＊５：「1尾当たりの平均魚体重」については、目視、経験則又は数尾の直接計測等に記入でよい。
〔備考〕
１　同一届出者で水揚げ市場（又は漁協）、漁業の方法、操業海域が複数にまたがる場合は、行を替えて記入する。
２  本人証明印は１ヶ所とする。

沿岸くろまぐろ漁業漁獲実績報告書

漁業者の氏
名又名称

住　　　所 届出日 使用船舶名
漁船登録

番号
船舶総トン

数

漁業の方法

年曳き縄・はえ
縄・釣り・その

他

４㎏以上＊３
尾　数

１尾当たり
の平均魚体
重（㎏）＊５

水揚げ市場（又
は漁協）＊１

漁業の方法本人証明印
操業海域

＊２

漁獲量
鮮魚 養殖用種苗

月



Ｊ１０

Ｊ５

Ｊ４

Ｊ６

Ｊ７

Ｊ３

Ｊ２

Ｊ８

Ｊ９

Ｊ１

３５Ｎ

４０Ｎ

３５Ｎ

３０Ｎ

２５Ｎ

３０Ｎ

２５Ｎ

２０Ｎ

１２２Ｅ １２５Ｅ １３０Ｅ １３５Ｅ １４０Ｅ １４５Ｅ １４８Ｅ

２０Ｎ

（別図）

３７Ｎ
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